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研究成果の概要（和文）：本研究課題は、各所所蔵の炭鉱業関係資料を利用し、わが国の主要炭鉱企業によって実施さ
れた予算管理に代表される会計管理実務の時系列変化を検証することによって、わが国の会計史研究に対して新たな視
点と解釈を提供することを企図としている。分析結果は次のとおりである。(1)炭鉱業各社は、他の一般企業の会計実
務を凌駕する、先進的な会計管理ツールとタイトな報告制度を初期段階から導入することに成功しており、その意味で
経営的視点をもっとも重視した組織体であった。(2)炭鉱業各社の会計的先進性は、明治以降、主要鉱区・炭田の買収
を通じて拡張と多角化を続けた旧財閥系企業の鉱業部門の経済特性に強い影響を受けていた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to deepen and expand existing research on accounting 
history in Japan by examining variation in a time series of management control systems employed by the 
principal mining enterprises, which were exercised through accounting devices such as budgetary control. 
This research is based on related materials kept in pertinent archives. The results of the investigation 
are described as follows: (1) The mining corporations examined in this study developed and implemented 
advanced accounting control tools and a tight financial reporting and management system at an early 
stage, surpassing the level of accounting practice of other business enterprises at the time. (2) The 
level of accounting innovation in the mining industry as a whole was significantly affected by the 
specific economic characteristics of Zaibatsu’s mining section, which had experienced repeated expansion 
and diversification since the Meiji Restoration in 1868.

研究分野：会計学
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１．研究開始当初の背景 
(1)先行研究課題「東アジア植民地経営と日
本の重要国策会社の会計実務に関する研究」
（平成20年度採択科学研究費補助金基盤研
究(C)）では、南満州鉄道などの東アジア植
民地経営に従事した重要国策会社を対象と
し、これら国策会社が、日本国内の一般企業
の会計実務を凌駕する先進的な利益管理ツ
ールとタイトな報告・管理制度を初期段階か
ら導入・確立することに成功しており、そう
した国策会社の会計的先進性が、実は、日本
国内とは分離された広域東アジア植民地統
治という、政府による国策によって促進され
ていたことを明らかにした。しかし、こうし
た国策会社の会計管理実務の展開過程は、日
本国内の他企業の状況と体系的に比較されて
おらず、その意味で上記先行研究課題の分析
結果と意義は大きく制約されていた。この問
題を解消することが本研究課題の基本構想で
ある。 
(2)より具体的な研究の構想は次のとおりで
ある。国内企業の会計管理実務の導入・普及
は、一部の事例を除き、1920-30 年代の不況
下で国家主導のもと推進された産業合理化
の中、効果的な企業経営を実現する手段とし
て展開されたと一般に理解されているが、実
は、三井、三菱、住友（井華）、古河および
日本鉱業などに代表される炭鉱業は、これに
先立ち、予算管理に代表される会計管理ツー
ルを導入することに成功していたことが指
摘されている。他方で、東アジア植民地統治
の任にあった日本の国策会社でも、やはり産
業合理化以前の段階でより進歩的な会計管
理ツールをすでに導入・確立しており、こう
した先駆的利益管理ツールが十分に機能し
たがゆえに、これら重要国策会社は、この後、
戦時経済統制下においても、国家の対外政
策・植民地統治をむしろ逆に修正することが
できた。では、国内において他の一般企業に
比較して進歩的な会計管理ツールを先駆的
に導入していた炭鉱業に、東アジアの重要国
策会社の会計管理に関する同様の展開スキ
ームが当てはまるのだろうか。国内炭鉱業に
おける会計管理実務の生成過程にどのよう
なファクターが影響したのだろうか。これら
の諸点を明らかにすることによって、日本を
含む東アジア近現代会計史という新たな側
面が切り開かれると考える。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究課題においては、先行研究課題の分
析結果との比較上、日本の炭鉱業における会
計管理実務を主たる研究対象とする。この時
期には、明治期に導入されたシンプルな支出
抑制のための会計管理ツールの利用から企業
活動を管理（コントロール）するためのツー
ルと展開する、その時系列的な変化のプロセ
スが析出されることが期待される。そうした

変化は、革命的な変化として一夜にして生じ
るようなものではなく、（特定時点においては
相対的にみてより急速な変化を遂げる可能性
があるとはいえ）むしろ漸進的な変化の過程
を通じて次第に生じてくると考えられる。実
際、会計管理に代表されるような社会的技法
は、虚無から生じるのではなく、それに先立
つなんらかの先例の存在が予定されるという
のが一般的理解であり、その意味では、たと
えば、フルフレッジ(full-fledged)なかたち
での会計管理ツールの出現には、そのなんら
かの形での先行利用という過去の経験が必要
であると考えられる。 
(2)本研究課題においては、三井、三菱、住友
（井華）などの比較的資料が残されている主
要炭鉱業会社に焦点を絞り（この分析対象の
限定は、膨大な資料群を分析・検討するうえ
での物理的・時間的制約から考えて妥当であ
ると考える）、それら企業によって採用された
会計管理実務を検証することによって、上記
の時系列変化のプロセスを明らかにすること
を目的とする。 
(3)本研究課題実施の意義は次のとおりであ
る。まず、日本国内の炭鉱業は、重要国策会
社の場合と同様、他の一般企業の会計実務を
凌駕する、先進的な会計管理ツールとタイト
な報告・管理制度を、初期段階から導入・確
立することに成功しており、その意味で、経
営的視点をもっとも重視した組織体であった
という点を指摘する。次に、こうした会社の
会計的先進性が、他方で、明治以降、官営鉱
山・炭鉱の払下げと主要鉱区・炭田の買収を
通じて、拡張と多角化を続けた旧財閥系企業
の鉱業部門の経済特性に強い影響を受けてい
たという側面を析出する。これらの諸点は、
従前の会計史研究に対して新たな視点と解釈
を提供するものと考えられる。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究課題では、旧財閥系企業の鉱業部
門の経済特性とその会計的影響という視点
から、九州大学および慶應義塾大学その他各
所所蔵の炭鉱業関係資料のうち、主要炭鉱業
会社（三井、三菱、住友（井華）、古河、日
本鉱業等）を重点的に選別し、各社の会計管
理ツール、ならびに各種報告制度とそれを通
じた管理制度に関する情報を抽出し、分析を
行う。 
(2)九州大学および慶應義塾大学その他各所
所蔵の炭鉱業関係資料は、当該各所が所蔵す
る石炭・金属鉱山産業関連の資料群であり、
主として 九州地方および北海道地方の主要
炭鉱業会社（三井鉱山、三菱鉱業、住友（井
華）鉱業、北海道炭礦汽船など）を中心に、
明治・大正・昭和期の開山から平成期の閉山
に至るまでの幅広い資料を含んでいる。内容
的には、帳簿・計算書類などの証拠書類の割



合も大きく、その意味で会計史研究にとって
最適の資料であるにもかかわらず、同資料に
ついては、これまでのところ、会計史研究の
立場からは一度も本格的な調査・分析が実施
されていない。他方で、分析方法やそれによ
って明らかになる企業としての特質は会社
毎に異なるであろうし、分析作業のあり方も
当然多様になることが期待される。 
(3)ちなみに、炭鉱業企業の経済特性とその
会計的影響という分析視角は本研究に固有
ものではない。英国 Cardiff 大学を中心に展
開されている英国ウェールズ地方の炭鉱業
経営とその組織機構のコストマネジメント
に関する研究は著しい進展を見せており、ベ
ルギーならびに米国の研究グループもこれ
に追随している。これらの研究協力者グルー
プとの情報交換・交流を通じて、本研究課題
も国際的なアライアンスのなかに位置づけ
ることができる。こうした背景から、本研究
の実施に当たっては、日本国内の研究者から
はもとより、諸外国の研究者からのコメント
がフィードバックとして必要になる。そのた
め、本研究課題の結果をカンファレンス・ペ
ーパーにまとめて随時国内および国際学会
で研究報告を実施し、そのフィードバックを
もとに推敲を重ねたうえで、当該カンファレ
ンス・ペーパーを所定の原稿に仕上げ、査読
付国内・国際ジャーナル誌に投稿することを
予定する。 
 
４．研究成果 
(1)本研究課題において分析対象となった炭
鉱業会社はそのほとんどが旧財閥系の企業
であり、またその多くが第二次大戦直後の米
国政府による占領政策の一環として、いわゆ
る「解体」（炭鉱業の場合は、実際には企業
分割）の対象とされた。分割を指示する命令
が成立するまで、持株会社として指定された
各企業は、その財務状況に著しいインパクト
を生じさせる事業取引のみならず、通常業務
の 遂 行 に あ た っ て も 、 GHQ(General 
Headquarters、以下 GHQ)の意向を受けた持株
会 社 整 理 委 員 会 (Holding Company 
Liquidation Commssion、以下 HCLC)の指示に
従わなければならなかった。 
(2)指定会社は、月次の営業収支につき、HCLC
を通じてGHQに予算書を提出する必要があり、
またこれとは別に、新規に鉱区・炭田・坑道
を開発する際に必要となる資金の収支計画
も立案することが要請されていた。これらの
予算・計画は、その後実績と比較され、指定
企業の事業活動は逐一モニターされる仕組
みになっていた。通常、予算書と実績報告書
の様式は次の方法で統一されていた。①営業
収支は経常収支とその他収支に区分され、②
営業費用は材料費、労務費および経費に細分
され、③各費目の内訳が別添された。これに
④その他収支が加減され、⑤月次の収支差額
が計算されたうえで、⑥当該収支差額の運用
または調達源泉を明らかにした資金収支計

算書が別添された。新規鉱区・炭田・坑道の
開発に係る事業費の予算・実績報告書も同様
の様式で作成された。 
(3)上記の詳細な会計情報の作成とHCLCへの
提供は、主要炭鉱業会社の分割計画の立案・
実施の際にもあてはまる。製品別・地所別・
部門別の原価および利益情報に加えて、同様
に細分化された貸借対照表情報までもが、各
社にほぼ共通する様式で作成・提供された。
これら情報の質量に対して、HCLC からの不満
は、一部の情報を除いて、ほとんど識別され
なかった。初期の先行研究は HCLC に提出さ
れた財務情報について、多くの技術的欠陥が
あったと評価しているが、近年の研究では、
旧財閥系企業によって採用された会計実務
は、その経営環境自体と照合した場合、必ず
しも不備とはいえないと指摘している。本研
究課題の析出結果は、後者の指摘を指示する
証拠を提供していると考えられる。 
(4)第二次大戦直後の占領下での会社分割を
円滑に実施できた要因のひとつは、上記のよ
うな旧財閥系炭鉱業会社の会計管理実務の
技術的基盤とその先進性にあった。しかもそ
の起源は古くは各企業の設立時にまでさか
のぼることができる。ここでは、紙幅の関係
上、三井鉱山および三菱鉱業の 2社に絞って
言及することにする。 
(5)三井鉱山は、終戦時、7 つの炭坑(九州に
3と北海道に 4)以外に、14 の金属鉱山（鉛・
亜鉛を含む）を所有しており、その生産能力
は、国内産炭量の 16.4%（子会社である北海
道炭礦汽船を含めれば 26.8%）、粗鉛産出量の
52.6%の粗亜鉛の産出量の 40.8%を占めてい
た。同社は、これら製品ライン別・地所別の
資産管理と利益計算を実はその設立期から
実施していた。実際、石炭と金属双方の部門
別損益計算の起源は、少なくとも、1891 年の
三井鉱山合資会社の設立まで遡ることがで
きる。同様に、樺太および北海道に所在した
川上炭鉱および釧路炭鉱の原価計算実務は、
現存する資料に関するかぎり、1917 年まで遡
ることができる。この時点で三井鉱山は、所
有するすべての炭鉱に共通の原価計算様式
を採用しており、上記 2炭鉱と同様の原価計
算は同社所有の他炭鉱でも実施されていた
と推測される。この様式には、47 の営業費目
がリストされており、同項目には、採炭・選
炭・送炭などの機能別分類も施されていた。 
(6)三井鉱山と同様、三菱鉱業も、終戦時、
20 の金属鉱山、17 の炭鉱、9の精錬工場を所
有しており、同社の生産能力は、国内産炭量
の 11.8%（子会社のそれを含めれば 13.9%）、
粗鉛産出量の 28.6%、錫の製錬容量に至って
は 91.9%を誇っていた。石炭と金属双方の部
門別・地所別損益計算は、少なくとも同社が
三菱合資会社の一部門であった時代から実
施されており、そうした最も初期の記録は
1894 年にまで遡る。また、同年の地所別・機
能別に細分された貸借対照表および損益計
算書も現存しており、これらには製品別の原



価計算表がその明細表ともに添付されてい
た。上記の会計管理実務は、1911 年に実施さ
れた三菱本社とその現業部門の会計システ
ムの統合を経て、三菱鉱業に引き継がれた。
1918 年に設立された三菱鉱業では、部門別・
地所別の原価計算手続が月次に精緻化され
た。また、1922 年 6月には現業費と一般費に
区分が行なわれ、1924 年 5月からは、月次売
上高とリンクすることにより、利益情報もカ
バーされるようになった。さらに 1926 年 4
月からは、坑務費、運炭費、工作費、労務費、
医務費などに費目が細分化されることによ
り原価計算手続がより一層精緻化され、確認
できるかぎりでは、この最終形態が 1943 年
まで継続して用いられた。 
(7)上記の旧財閥系主要炭鉱業会社の会計的
先進性は、明治以降、官営鉱山・炭鉱の払下
げに始まり、その後も日本各地の主要鉱区・
炭田の買収して拡張と多角化を続けたその
経済的特性に起因していると考えられる。と
くに三菱鉱業のケースに典型的にみられる
ように、部門別・地所別の損益および資産管
理実務は、財閥本社が北海道から九州まで広
域分散する諸現業部門のパフォーマンスを
モニターするために会計システムを統合す
る必要性に迫られたことが影響し、また、製
品別・部門別・地所別の原価・予算管理は、
石炭と金属双方の事業リスク分散を図る目
的で実施されたと考えられる。 
(8)科学的管理法に体現された会計管理実務
は、1920-30 年代の産業合理化運動を背景と
して、効果的な企業経営を実現する手段とし
て展開・普及したとするのが一般通念である
が、本研究課題の分析結果は、日本国内の主
要炭鉱業会社は、他の一般企業の会計実務を
凌駕する、先進的な会計管理ツールとタイト
な報告・管理制度を、初期段階から導入・確
立することに成功しており、したがって、日
本企業の会計管理実務の展開は上記の一般
通念が指摘する以上に複雑であり、ここに炭
鉱業以外の諸産業における同実務の展開過
程に関する再検証の意義が存すると考える。 
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